
台風等の大規模災害への対策強化に関する要望	

	

	 10 月 12 日から 13 日にかけて、極めて強い勢力を維持して上陸し、本県を通過した台風

第 19 号は、箱根町において 2日間で 1000mm を超える観測史上最大の雨量となるなど、東

日本全体に記録的な豪雨をもたらした。各地で河川の氾濫やがけ崩れ、土砂の流出による

多大な被害が発生し、さらなる被害の拡大が懸念されている。	

	

また、9月に発生した台風第 15 号も、住宅の損壊や長期の停電により、住民の生活に多

大な影響を及ぼした。	

相次ぐ二つの台風により、鉄道、港湾施設、産業施設等の被害も甚大となり、その全容

の掌握と対策が急がれる。	

特に、住宅被害については、屋根の損傷など一部の損壊が多数発生しており、被災者の

住宅復旧にかかる負担は少なくない。	

	

	 災害による住宅被害への救済策については、災害救助法や被災者生活再建支援法、国の

交付金などの財政措置による支援策があるものの、損壊程度の低い物件への支援は限定さ

れており、法の適用の有無、損壊の程度などにより、支援の内容が大きく左右されるなど、

不平等感を招きかねない状況となっている。	

	

	 今後、台風 15 号、19 号への対応に関する検証が行われるものと思うが、次に、いつ発

生するかわからない台風などによる大規模災害への備えは急務であることから、自治体と

しての対策強化とともに、国に対して、総合的な観点から早急に対策の充実強化を図るよ

う働きかけを行うことを含め、下記事項について要望する。	

	

	

１	 被災者の生活再建支援	

	 	 被害の規模、住宅の被災程度などで、地域間、被災者間で支援に格差が生じないよう、

住宅被害を受けた被災者への支援策について、公平でわかりやすい被災者への支援策

を抜本的に検討し、国全体として適切な対策を講じること。また、支援策の充実にあ

たっては、被災者支援にあたる自治体の労務や財政負担が過重にならないよう、十分

に配慮すること。	

	

２	 中小企業の事業継続支援	

	 	 中小企業に対する支援については、特別相談窓口や特別支援融資の取組みを着実に進

めるとともに、復旧のための補助金が速やかに被災した事業者に行き渡るよう万全の

体制で取組むこと。	



	

３	 洪水や土砂災害からの避難対策の強化	

	 	 洪水や土砂災害の危険度や避難場所、避難経路などを事前に正しく理解し、災害発生

時に適切に避難行動がとれるよう、ハザードマップの活用を含めた、防災知識の普及

と啓発の一層の強化を図ること。	

	

４	 災害ボランティアの受援体制	

	 	 水害や土砂災害などにおける被災住宅の復旧や廃棄物の処理など、様々な局面で、行

政の手の届かない作業をきめ細かく行うためには、災害ボランティアの役割が極めて

大きいことから、災害ボランティアの円滑な活動を確保するため、全国からの災害ボ

ランティアの活動の調整や、活動環境の確保など、受援体制の充実を図ること。	

	

５	 越波対策と河川改修の加速化	

	 	 想定を超える波や降雨にも耐えられるよう、湾岸の越波対策と河川の浚渫や堤防の強

化	 	 	 などの河川改修について、加速化を図ること。	

	

６	 災害で発生するごみの処理の円滑化	

	 	 大規模災害時に、大量の災害廃棄物が発生するなか、家庭から排出されるごみの処理

が円滑に行えるよう、災害発生時の円滑なごみ処理の対策を講じること。	

	 	 	

７	 被災者の公営住宅への速やかな受け入れと浸水した公営住宅における修繕	

	 	 浸水等で居住が困難となった被災者の県営住宅をはじめとする公営住宅での受け入れ

と、現状、洪水で浸水した世帯の畳の修繕は、各世帯の負担となっているが、個別世

帯の負担を軽減するため、公費で一括して修繕を行う対策などを検討すること。	
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